







により対応されるのが基本である｡ ところが, わが国の租税制度は, 一定の場合には法人
にも相続税と関係させている｡ 確かに, 相続税は個人に課されるのが基本であり, 法人は







法人への遺贈 (法人サイドから言えば, (法人の) 遺贈による財産の取得) は法人税法第
22条第２項に掲げられた益金のうち, ｢無償による資産の譲受け｣ に当たる｡ ところが,
法人のうち ｢公益法人等｣ については, ｢収益事業から生じる所得｣ のみに課税され, こ
れ以外の所得には課税されないこと (法人税法第４条, 法人税法第７条) から ｢公益法人
等｣ の遺贈による財産の取得が, ｢収益事業から生じる所得｣ に当たるか否かが検討され
なければならない｡ 結論から言えば, ｢公益法人等｣ の遺贈による財産の取得は ｢収益事
業から生じる所得｣ に当たらず, 従って ｢公益法人等｣ の遺贈による財産の取得について
は法人税非課税ということになる｡
第２節 相続税
もともと, 相続税の納税義務者は基本的に個人であり (相続税法第１条の２), また,
(第１節でのべたように,) 法人への遺贈については法人の益金として法人税により対応す
ることとされているので, 本来, 法人は相続税とは無関係ということになる｡ しかしなが
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贈者又は贈与者に対して所得税を課さない｡ また, 公益財団 (社団) 法人その他の公





社団又は財団 (本稿では ｢人格のない社団等｣ という), 特定公益信託, 国, 地方
公共団体への遺贈の課税関係について整理しておきたい｡
個人に対しては, 相続税が課される｡ 一定の財産については非課税 (相続税法第12
条) であるが, このうち第12条第１項３号の非課税財産が本稿では重要である｡
国・地方公共団体は, もともと相続税は非課税である｡ なお, 相続人等から国・地
方公共団体へ贈与があった場合のその相続人等に対する相続税の非課税について規
定されている｡ (租税特別措置法第70条)
特定公益信託への遺贈については, 相続税は課されない (相続税法第９条の２, 相
続税法附則24, 相続税法基本通達９の２－６)｡ なお, 相続人等から特定公益信託
へ贈与があった場合のその相続人等に対する相続税の非課税について規定されてい
る｡ (租税特別措置法第70条)
人格のない社団等については, 相続税法上は, 個人とみなされ, 人格のない社団等
に対して遺贈があった場合においては, その人格のない社団等を個人とみなして,
相続税が課される (相続税法第66条)｡ 一定の財産については非課税 (相続税法第
12条) であるが, このうち第12条第１項３号の非課税財産が本稿では重要である｡




(１) 法人は法人税を納める義務があり, その所得について法人税を課される｡ (法人税
法第４条, 第５条) ただし, 公益法人等又は人格のない社団等については, 収益事業を
行う場合に限る｡ (法人税法第４条) 法人税法第７条は ｢……公益法人等又は人格のな
い社団等の所得のうち収益事業から生じた所得以外の所得については, ……法人税を課
さない｣ と規定している｡ 即ち, 公益法人等の課税所得の範囲は収益事業から生じた所
得のみであり, それ以外の所得については非課税とされる｡
(２) ｢公益法人等｣ については, 法人税法第２条 【定義】 六に ｢別表第二に掲げる法人
をいう｡｣ と定義し, これを受けて別表第二では, 公益法人等として一般財団法人 (非
営利型法人に該当するものに限る｡), 一般社団法人 (非営利型法人に該当するものに限
る｡), 公益財団法人, 公益社団法人を掲げている｡ 一般財団法人, 一般社団法人, 公益




｢収益事業｣ も法人税法固有の概念であり, 法人税法第２条 【定義】 十三に ｢販売業,
製造業その他の政令で定める事業で, 継続して事業場を設けて行われるものをいう｡｣
と定義し, これを受けて法人税施行令第５条第１項は ｢法第２条第13号 (収益事業の意
義) に規定する政令で定める事業は, 次に掲げる事業 (その性質上その事業に付随して
行われる行為を含む｡) とする｡｣ として, 物品販売業を含む34の事業を掲げている｡ ま





(法人税法第４条) が, この益金は別段の定めがあるものを除き, ①資産の販売, ②有
償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供③無償による資産の譲受け④その他の取引
で資本等取引以外のものに係る収益の額とされている｡
普通法人 (法人税法第２条 【定義】 九) は課税所得の範囲について限定がないことか
ら, ①②③④のいずれもの収益も益金の額となるが, 公益法人等は課税所得の範囲は収
益事業から生じた所得のみとされ, それ以外の所得ついては非課税とされていることか













供するのは, 当然のことであろうと考えられるからである｡ そこで, 公益法人等が無償
により資産の譲渡又は役務の提供を行った場合でも, その行為が本来の目的たる事業の
範囲内で行われる限り, 法37条 【寄附金の損金不算入】 第８項の規定の適用はない (課
税されない) とする通達が発遣されている｡ (法人税基本通達15－２－９)
③ 無償による資産の譲受けについては, 他者から贈与を受けたことによる所得即ち
｢受贈益｣ を益金として認識するという趣旨であるが, 公益法人等の場合, 課税され
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 この益金との関係については, ｢公益法人課税の理論と実務 五訂版｣ 渡辺淑夫著 財政詳報社 200ページ～
202ページを参考にした｡




の評価益, 債務免除益, 合併差益等がこれに含まれる｡ この収益は公益法人等の行う
収益事業 ｢販売業, 製造業その他の政令で定める事業で, 継続して事業場を設けて行







(１) 公益法人等は ｢収益事業から生じた所得｣ にのみ課税されるとされており, 受贈益
である ｢遺贈による財産の取得｣ は法人税基本通達15－２－９に示された場合 (即ち,
現金等が公益法人等の収益事業に係る収入又は経費の補てんのために遺贈又は贈与され









(｢法人税基本通達逐条解説 四訂版｣ 小山真輝編著 税務経理研究会 1301ページ)
公益法人等に対する受贈益課税については, これで説明し尽くされているように考え
られる｡ これに関して, 法人税基本通達15－２－４ 【公益法人等のみなし寄附金】 は,






人税基本通達15－２－12 (２))｣ (｢公益法人の実務 平成16年版｣ 若林孝三著 大蔵財
務協会 379ページ)
｢現行の収益事業課税制度の下では, 公益法人等が他の者から贈与を受けたことによ




わけです｡ (法人税法基本通達15－２－12 (２))｣ (｢公益法人課税の理論と実務 五訂
































位置づけである｡ 即ち, 公益法人等の自立を促す立場からそういう収益事業を容認し, 更
には奨励しているのではないかと考えられる｡ これは, 法人税法に限らず, ｢公益社団法
人及び公益財団法人の認定等に関する法律｣ にもみられる位置づけであろう｡ このように
理解すれば, 公益法人等に対する法人税法のスタンスも納得できる｡ 従って, 公益法人等
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への遺贈は, 基本的には (収益事業 (部門) ではなく) 公益事業 (部門) が財産を取得
(受贈) するという発想の下に, 課税関係が律されている (非課税とされている) と考え
るべきであろう｡
なお, 個人が行う公益事業については非課税とはされておらず, 事業所得として所得税





あった場合においては, その人格のない社団等を個人とみなして, 相続税を課される (相







１ 相続税の納税義務者は, 相続又は遺贈により財産を取得した個人である (相続税法第
１条の３)｡ しかし, 形式的には個人が法人に対して遺贈を行った場合でも, その法人
が特定の個人に特別の利益を与えるような法人であれば, 実質的にはその特定の個人に
遺贈されたと同様の事情があるにもかかわらず, 相続税の課税が一切行われないとする







相続税法第66条が適用される場合を除き, その施設の利用, 余裕金の運用, 解散した場







 ｢武田昌輔監修 コンメンタール相続税法｣ 第一法規 3603ページ
２ 相続税法第65条が ｢持分の定めのない法人｣ とされている (相続税法第66条も同様で








立中の特別利益】) 例えば, 設立中に遺贈が行われ, 設立時に設立功労者等に対して支
払われる報酬がこれに当たる｡ (第４章３参照)




当初から (直接) 個人に相続又は遺贈された場合とのバランスを考えて, 後者に適用さ
れる第12条第１項第３号を相続税法第65条の個人にも適用する趣旨と考えられる｡
５ 相続税法第66条が相続税法第65条と競合した場合には, 相続税法第66条の適用が優先
される｡ 相続税法第66条が相続税法第65条との関係については第４章の 【検討】 で議論
する｡
第４章 相続税回避行為の防止措置 (相続税法第66条第４項 【相続税負担の不当減少】)





を有し, 財産の提供・贈与・遺贈により法形式としては当該提供, 贈与, 遺贈に係る財








 ｢持分の定めのない法人｣ と ｢公益社団法人｣ 等とは, 全く別の基準による法人の区分けであるから両者は概
念的には無関係であるが, 後者のほとんどが ｢持分の定めのない法人｣ でもあることから実質的にはかなり
重なっている｡
２ 相続税法第66条が ｢持分の定めのない法人｣ とされている (相続税法第65条も同様で
ある) ことについては, 第３章２で述べたのでここでは省略する｡
３ 法人を設立するための財産の提供についても適用される｡ これに対して, 租税特別措









































かについては, 直接言及していない｡ この点について判決をみると ｢当該法人の役員等
の構成・機能, 収入支出の経理, 財産の管理状況, 解散のときの残余財産の帰属, その
他の定款・寄附行為の定め等からみて, 当該財産の提供者, 贈与者等又はその同族関係












一つの試 (私) 案として次のように考える｡ ｢特別の利益を受ける者｣ を ｢遺贈者グ
ループ｣ と ｢それ以外のグループ｣ の二つに区分けする｡ そして, ｢持分の定めのない
法人｣ への遺贈に関して, ｢特別の利益を受ける者｣ が ｢遺贈者グループ｣ に属する者
のみの場合又は ｢遺贈者グループ｣ に属する者と ｢それ以外のグループ｣ に属する者の
両者がいる場合には, 相続税法第66条が適用され, ｢特別の利益を受ける者｣ が ｢それ
以外のグループ｣ に属する者のみの場合には相続税法第65条が適用されるとする考えで
ある｡ 後者の場合には, 相続税法第66条にいう ｢遺贈をした者の親族その他これらの者
と前条第１項に規定する特別の関係のある者の相続税又は贈与税が不当に減少する結果
となると認められる場合｣ には, 当たらないと考えられるからである｡ ここに ｢遺贈者
グループ｣ とは ｢遺贈をした者の親族その他これらの者と法第64条第１項に規定する特
別の関係のある者｣ であり, ｢それ以外のグループ｣ とは, ｢遺贈者グループ (遺贈した
者の親族その他これらの者と法第64条第１項に関係のある者) 以外の者でその法人の設
立者, 社員若しくは役員等又はこれらの者の親族その他これらの者と法第64条第１項に
関係のある者｣ である｡ この試 (私) 案の相続税法第65条適用の具体的な例を示すと,
甲から, 乙 (甲の親族その他これらの者と法第64条第１項に関係のある者ではない) が
設立, 運営している公益財団法人に対して, マンションの遺贈があり, 乙がこのマンショ
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 相続税法施行令第33条第３項第２号の特別の利益を受ける者の範囲は, 相続税法第66条の ｢当該贈与又は遺
贈により当該贈与又は遺贈をした者の親族その他これらの者と前条第１項に規定する特別の関係のある者｣








その施設の利用, 余裕金の運用, 解散した場合における財産の帰属, 金銭の貸















(ハ) (イ) 又は (ロ) に掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしている者
(ニ) 贈与等をした者等が会社役員となっている他の会社












その施設の利用, 余裕金の運用, 解散した場合における財産の帰属, 金銭の









法人税法 法人税法においては, 法人を公益法人等と普通法人に分け, 前者について
は, ｢収益事業｣ のみを課税する等公益法人等即ち公益事業については特別
な扱いをしている｡ (法人税法第４条, 第７条) 一般社団法人・一般財団法













一, 二, 四, 五, 六 (略)










る事業を行う者は, 専ら社会福祉法 (昭和26年法律第45号) 第２条 (定義)
に規定する社会福祉事業, 更生保護事業法 (平成７年法律第86号) 第２条第
１項 (定義) に規定する更生保護事業, 学校教育法 (昭和22年法律第26号)











(２) 租税特別措置法第70条は, 相続人又は受遺者が, 相続又は遺贈により
一たん取得した財産を, その取得後一定期限までに国・地方公共団体等に
贈与した場合の (その贈与した財産について相続人又は受遺者に課される
べき) 相続税の課税関係 (非課税) を規定したものである｡ この贈与の相
手方として ｢公益財団法人・公益社団法人その他公益を目的とする事業を
行う法人｣ が掲げられている｡
２ 公益事業を行う者として, ｢公益法人等｣ (法人税法), ｢宗教, 慈善, 学術その他公益




するものとして政令で定めるもの｣ (租税特別措置法第40条) と各税法の規定ぶり (文
言) がまちまちである｡ もっとも, 相続税法は個人・人格のない社団等も含まれるので
このような文言になるのは止むを得ない点もあるが, 形式的な整合性も必要と考えられ
るので, 簡素な税制の観点から整理する必要があるのではないかと考えられる｡
３ 公益を目的とする事業を行う者への遺贈 (相続) についての相続税の (非課税) の扱
いについて個人・人格のない社団等と法人とのバランスについて検討する｡ ポイントは
｢公益を目的とする事業を行う者｣ の定義 (範囲) と非課税の要件である｡
[｢公益を目的とする事業を行う者｣ の定義 (範囲)]
｢公益を目的とする事業を行う者｣ の定義 (範囲) については, 【検討】 の [２]





とと運営組織の適正さ (人格のない社団等のみ) が, 法人については相続税の不当減
少 (１運営組織が適正であること, ２特別の利益を与えないこと, ３解散した場合に
おける財産は国・地方公共団体・公益法人等に帰属する旨の定めが定款・寄付行為等
にあること, ４法令違反・取引の隠ぺい, 仮装・公益に反する事実がないこと) が付











点から ｢持分の定めのない法人｣ と改正された(６)｡) もあり, 公益法人等であれば, たと
え第66条第４項の課税要件 (不当減少) に該当しても相続税法第12条第１項第３号に該当
すれば, 非課税ではないかという主張があった｡ これに関して, そもそも相続税法第12条
第１項第３号は法人が含まれるのかという疑問が提示されたことがあった｡ 次にこれを検
討する｡
相続税法第12条第１項第３号が ｢個人｣ のみを指すというのは, 相続税法第１条の２で,





これに対して, 相続税法第12条第１項第３号が ｢法人｣ も含まれるというのは, ｢者｣
という文言は, 通常, 租税法上個人のみでなく法人も含むというのが法令用語の常識であ














 ｢武田昌輔監修コンメンタール相続税法｣ 第一法規 3604ページ
 そもそも法第12条第１項第３号と第66条を通じる趣旨解釈として, 第66条に該当する公益法人は, 法第12条
第１項第３号には該当しないと考えるべきであろう｡ (法第12条第１項第３号及びこれを受けた相続税法施行
令第２条は, ｢者｣ について ｢公益の増進に寄与するところが著しいと認められるもの｣ というようにかなり
限定的な文言を用いている｡) こういう解釈は, 相続税法施行令第２条は個人, 社団等について単に ｢公益の
増進に寄与するところが著しいと認められるもの｣ という要件だけでなく, 不当減少, 私的支配等について
も厳しい要件も付していることとも平仄があっている｡ (｢武田昌輔監修コンメンタール相続税法｣ 第一法規
1197ページ, ｢公益法人の税務｣ 梶野研二・奥野芳彦編著 公益法人協会 2004年 186ページ参照)
避行為の防止規定) であるとされていることが考えられる｡ 換言すれば, 個人については
相続税の納税義務者とされていることを前提に一定の財産を課税対象から外す趣旨でいわ




なお, 平成20年度改正により ｢持分のない法人｣ とされたことで, たとえ第66条第４項
の課税要件 (不当減少) に該当しても相続税法第12条第１項第３号に該当すれば, 非課税
ではないかというような解釈の入る余地はなくなった｡ 租税特別措置法70条と平仄を合わ
せる意味からも, そのような解釈は当然であろう｡ また, 平成20年度改正前には, 解釈に
より第66条には持分の定めのある法人は適用除外とされていたが, 条文が ｢持分の定めの
ない法人｣ とされたことによりこのことも立法的に解決された｡
[参考] ２ 相続税法第65条と相続税法第66条の相違 (判決)
相続税法第65条と相続税法第66条の相違については, 判決で次のような考えが示されて
おり, 興味深い｡ ｢これらの規定は, いずれも 『法人税法第５条第１項第１号又は第３号
に掲げる法人その他公益を目的とする事業を行う法人』 を介在させることによって行われ
る相続税または贈与税の回避を防止するために設けられている規定であるが, 同法第65条
の規定は, それらの法人が同条に規定する 『特別の関係がある者』 とは一応別の実在者と
しての実体をそなえており, 贈与または遺贈された財産は一応実質的にもその法人に帰属
し, 贈与または遺贈された財産全部が実質上 『特別の関係がある者』 によって支配されて
いるわけではないが, 法人がその定款または内規等によって 『特別の関係がある者』 に贈
与または遺贈された財産から 『特別の利益』 を与えているような場合に贈与者または遺贈
者から直接 『特別の関係がある者』 にその 『特別の利益』 が贈与または遺贈されたものと
みなし, その 『特別の利益』 について受益者に課税しようとするものであるのに対して,






第５章 相続税非課税特別措置・ (租税特別措置法第70条 【公益事業の保護・育成】)
１ 国・地方公共団体・法人等への直接の遺贈が非課税 (ただし, このうち法人等への遺











の下に, 相続人等に対して相続税を課税しないこととされている｡ なお, この規定が設
けられた事情として ｢相続又は遺贈による取得の取得直後における公益法人等への寄附
は, 被相続人の遺志等に基づいて行われるものが多いこと(９)｣ が指摘されている｡
２ 対象法人の範囲については, 【検討】 のところで詳述する｡
３ 法人設立のための財産の提供 (贈与) については, (相続税法65条及び相続税法66条
とは異なり), 規定されておらず, 適用がないとされている｡ (第４章３参照)







前者が非課税規定であるのに対して, 後者が課税規定 (相続税回避行為防止措置) である
からである｡ そもそも, 相続税の納税義務者は, 相続又は遺贈により財産を取得した個人









要なことである｡ (なお, 相続税法第65条も第66条と同じく課税規定 (相続税回避行為防




 税務弘報1965年６月特大号 ｢相続税法及び登録税法等の一部改正｣ 大蔵省主税局後藤喜一なお, 下線部は,
誤植と考えらえるので筆者が訂正したものを記載した｡ 訂正前は ｢る｣ である｡
 武田章輔監修 DHC コンメンタール相続税法 Ｐ4077
 国, 地方公共団体はもともと非課税団体である (相続税の納税義務者は個人である｡) ので, 特段の根拠規定
もなく非課税である｡ 相続又は遺贈により財産を取得した相続人等 (個人) が, その財産を国又は地方公共
団体に贈与した場合には, (この租税措置法第70条がなければ) その相続人等には相続税が課される｡ そこで,
租税措置法第70条は贈与の期間について一定の期限を設けた上でこれを非課税とするものである｡
[対象法人の範囲] 対象とする法人が, 相続税法第66条では広く ｢持分の定めのない法



















二 自動車安全運転センター, 日本司法支援センター, 日本私立学校振興・共済事
業団及び日本赤十字社
三 公益社団法人及び公益財団法人








更に, 法第70条第10項により, 認定特定非営利活動法人 (法第66条の11の２第３項)
が加えられている｡








１ 公益法人 (ここでは, ｢公益法人等｣ (法人税法), ｢宗教, 慈善, 学術その他公益を目




的とする事業を行う法人のうち, 教育若しくは科学の振興, 文化の向上, 社会福祉への
貢献その他公益の増進に著しく寄与するものとして政令で定めるもの｣ (租税特別措置
法第40条) を総称して ｢公益法人｣ ということにする｡) に対する法人税課税・相続税
課税を検討してきたが, 課税制度については公平の観点から特段問題となるところはな
い｡ ここで言う, 公平の観点とは, 遺贈先が個人・人格のない社団等である場合と法人
である場合との間の所得課税の公平である｡
２ しかしながら, 公益法人と普通法人との間の公平については, 公益法人がかなり優遇
されていることは否めない｡ 例えば, 遺贈による取得された財産については, 法人税は
原則非課税の扱いであり, 相続税が課税されるのは租税回避行為が行われるいわば限定










ある｡ これも, 公益法人に対する優遇である｡ 所得課税だけではない｡ 他の租税 (固定




 相続税法第66条については課税要件に関して政令 (相続税法施行令第33条第３項) で具体的に定められてい
る (運営組織が適正であること, 特別の利益を与えないこと, 解散した場合における財産が国・地方公共団
体・公益法人等に帰属する旨の定めが定款・寄付行為等にあること, 法令違反・取引の隠ぺい, 仮装・公益
に反する事実がないこと) が, 租税特別措置法第70条にはこれに相当する政令は定められておらず, 租税特
別措置法通達70－１－11により相続税法施行令第33条第３項が援用される旨定められている｡
 例えば, 運営組織が適正であることの一つに ｢その役員等のうち親族関係を有する者及びこれらと次 (略)
に掲げる者の数がそれぞれの役員等の数のうちに占める割合は, いずれも三分の一以下とする｡｣ とあるが,
これなどある意味では公益法人固有の規定であろう｡ しかしながら, 法人税法上, 普通法人について同族会
社の概念があり, 同族会社に対しては留保金課税・行為計算否認等追加的な課税制度が設けられているので,
この点をあまり強調しすぎるのは適切ではない｡









４ 現行制度を前提とすれば, 公益法人の運営のかなりの部分が, ‶公的資金" (租税の減
















 相続税法の規定 (相続税法第65条, 相続税法第66条,) 法人税法の規定 (例えば非営利性が徹底された法人
(法人税法第２条九の二イ, 法人税法施行令第３条第１項), 共益的活動を目的とする法人 (法人税法第２条
九の二イ, 法人税法施行令第３条第１項)), 租税特別措置法の規定 (租税特別措置法第40条, 租税特別措置
法第70条) 等の租税法の規定と ｢公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律｣ の規定 (第５条 【公
益認定の基準】 等) とは大いに類似性がある｡



















































































































































































































































































































































































































































































































２ 法人税・相続税について, 法人の区分 (種類)・課税 (非課税) 要件・制度間のバラ
ンス等を逐一検討したが, 現行の Framework (後に述べる公益事業に対する優遇) を
前提とする限り, 制度的には問題点はみいだせない｡ 即ち, 課税の公平は保たれている｡
ただ, 法人への遺贈についての課税関係を研究していけば, ｢公益事業｣ という keyword
に突き当たる｡ ｢公益事業｣ であるか否かで, 課税上の差異は著しく大きい｡ 余りにも
大きい｡ ｢公益事業｣ というハードルを越えさえすれば, 課税上の優遇措置 (非課税措



















と同じである｡) 上記要件のうち, 三を除いては, 営利法人にも適用される要件である｡
一・二・四については会社法等にもみられる規定であり, 営利企業であっても compli-
ance の立場から当然遵守しなければならない事柄である｡ 特に二については, 税務調
査上も看過できない取引である｡ これらの課税要件 (非課税要件) をクリアできないの
















ているのであれば (あるいはそうでなくとも), その効率化を図るべきであろう｡ 例え
ば, 国・地方公共団体と税務当局との一元的な管理・監督・調査態勢又は少なくとも国・
地方公共団体と税務当局との緊密な情報交換, 公認会計士監査の充実, 財務諸表の公開
等様々な方法が考えられよう｡ ここでも縦割りの弊害の排除が期待される｡
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